
 

 

 

 

平成３１年度  

 

当 初 予 算 (案 )の 概 要 

 

 

 

 

 

 

 

 

桐  生  市  

 



 



当初予算額

当初予算額の推移

増　減　額
（千円）

増 減 率
（％）

平成２２年度 43,690,000 △ 1,580,000 △ 3.5

平成２３年度 44,019,000 329,000 0.8

平成２４年度 43,000,000 △ 1,019,000 △ 2.3

平成２５年度 42,810,000 △ 190,000 △ 0.4

平成２６年度 44,400,000 1,590,000 3.7

平成２７年度 46,000,000 1,600,000 3.6

平成２８年度 45,280,000 △ 720,000 △ 1.6

平成２９年度 44,360,000 △ 920,000 △ 2.0

平成３０年度 44,410,000 50,000 0.1

平成３１年度 44,750,000 340,000 0.8

※

平成３１年度　一般会計当初予算（案）の状況

【骨格予算】

「骨格予算」とは、首長の選挙時期等の関係から、政策的判
断ができにくいなどの理由により、新規施策や政策的経費は
極力抑え、義務的、経常的な経費及び既に着手している継続
事業を中心に編成した予算のこと。

447 億 5,000 万円

予　算　額
（千円）

対前年度

年　度
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平成３１年度　一般会計当初予算（案）の状況歳入

予算額
（千円）

構成比
（％）

予算額
（千円）

構成比
（％）

増減額
（千円）

増減率
（％）

1 市税 ＊ 13,102,211 29.5 13,120,098 29.3 17,887 0.1

2 地方譲与税 382,000 0.9 392,000 0.9 10,000 2.6

3 利子割交付金 13,000 0.0 21,000 0.0 8,000 61.5

4 配当割交付金 44,000 0.1 44,000 0.1 0 0.0

5 株式等譲渡所得割交付金 22,000 0.0 22,000 0.0 0 0.0

6 地方消費税交付金 1,960,000 4.4 2,120,000 4.7 160,000 8.2

7 ゴルフ場利用税交付金 30,000 0.1 24,000 0.1 △6,000 △20.0

8 自動車取得税交付金 90,000 0.2 56,000 0.1 △34,000 △37.8

9 環境性能割交付金 － － 40,000 0.1 40,000 皆増

10 地方特例交付金 53,000 0.1 130,000 0.3 77,000 145.3

11 地方交付税 9,520,000 21.4 9,350,000 20.9 △170,000 △1.8

12 交通安全対策特別交付金 23,000 0.1 18,000 0.0 △5,000 △21.7

13 分担金及び負担金 ＊ 271,484 0.6 183,310 0.4 △88,174 △32.5

14 使用料及び手数料 ＊ 1,328,540 3.0 1,251,236 2.8 △77,304 △5.8

15 国庫支出金 5,241,783 11.8 5,440,366 12.2 198,583 3.8

16 県支出金 4,294,272 9.7 3,736,732 8.4 △557,540 △13.0

17 財産収入 ＊ 216,214 0.5 214,490 0.5 △1,724 △0.8

18 寄附金 ＊ 7 0.0 9 0.0 2 28.6

19 繰入金 ＊ 1,847,943 4.2 2,022,151 4.5 174,208 9.4

20 繰越金 ＊ 250,000 0.6 250,000 0.6 0 0.0

21 諸収入 ＊ 2,983,346 6.7 2,740,508 6.1 △242,838 △8.1

22 市債 2,737,200 6.2 3,574,100 8.0 836,900 30.6

44,410,000 100.0 44,750,000 100.0 340,000 0.8

19,999,745 45.0 19,781,802 44.2 △217,943 △1.1

24,410,255 55.0 24,968,198 55.8 557,943 2.3

※ 表中の構成比合計は、端数処理の関係で、１００.０にならない場合があります。

対前年度

依 存 財 源

区　　　分

*印：自主財源　

歳 入 合 計

平成３１年度平成３０年度

自 主 財 源

2



市税

予算額
（千円）

構成比
（％）

予算額
（千円）

構成比
（％）

増減額
（千円）

増減率
（％）

個人市民税 5,176,379 39.5 5,143,791 39.2 △32,588 △0.6

法人市民税 821,064 6.3 779,922 5.9 △41,142 △5.0

固定資産税 5,468,476 41.7 5,564,811 42.4 96,335 1.8

軽自動車税 315,091 2.4 333,580 2.5 18,489 5.9

市たばこ税 544,011 4.2 519,673 4.0 △24,338 △4.5

都市計画税 776,275 5.9 777,421 5.9 1,146 0.1

入　湯　税 915 0.0 900 0.0 △15 △1.6

13,102,211 100.0 13,120,098 100.0 17,887 0.1

平成３０年度 平成３１年度 対前年度

区　　　分

市　税  合  計
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平成３１年度　一般会計当初予算（案）の状況歳出（目的別）

予算額
（千円）

構成比
（％）

予算額
（千円）

構成比
（％）

増減額
（千円）

増減率
（％）

1 議会費 334,621 0.8 335,171 0.7 550 0.2

2 総務費 3,315,463 7.5 3,613,650 8.1 298,187 9.0

3 民生費 16,745,527 37.7 17,052,781 38.1 307,254 1.8

4 衛生費 3,952,426 8.9 4,064,019 9.1 111,593 2.8

5 労働費 98,896 0.2 86,208 0.2 △12,688 △12.8

6 農林水産業費 817,546 1.8 762,626 1.7 △54,920 △6.7

7 商工費 1,962,176 4.4 1,816,804 4.1 △145,372 △7.4

8 土木費 5,403,408 12.2 4,411,230 9.9 △992,178 △18.4

9 消防費 2,500,925 5.6 2,141,941 4.8 △358,984 △14.4

10 教育費 5,357,754 12.1 6,501,906 14.5 1,144,152 21.4

11 災害復旧費 7,325 0.0 4 0.0 △7,321 △99.9

12 公債費 3,863,932 8.7 3,913,659 8.7 49,727 1.3

13 諸支出金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

14 予備費 50,000 0.1 50,000 0.1 0 0.0

44,410,000 100.0 44,750,000 100.0 340,000 0.8

区　　　分

平成３１年度平成３０年度 対前年度

歳 出 合 計
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歳出（性質別）

予算額
（千円）

構成比
（％）

予算額
（千円）

構成比
（％）

増減額
（千円）

増減率
（％）

1 人件費 ○ 8,779,109 19.8 8,430,987 18.8 △348,122 △4.0

2 物件費 6,224,523 14.0 6,295,773 14.1 71,250 1.1

3 維持補修費 228,305 0.5 218,937 0.5 △9,368 △4.1

4 扶助費 ○ 10,291,330 23.2 10,287,207 23.0 △4,123 0.0

5 補助費等 3,846,176 8.7 4,201,812 9.4 355,636 9.2

6 普通建設事業費 △ 4,381,430 9.9 4,769,040 10.7 387,610 8.8

7 災害復旧事業費 △ 7,325 0.0 4 0.0 △7,321 △99.9

8 公債費 ○ 3,863,932 8.7 3,913,659 8.7 49,727 1.3

9 積立金 63,487 0.1 104,647 0.2 41,160 64.8

10 投資及び出資金 19,747 0.0 8,253 0.0 △11,494 △58.2

11 貸付金 1,262,648 2.8 1,124,352 2.5 △138,296 △11.0

12 繰出金 5,391,988 12.1 5,345,329 11.9 △46,659 △0.9

13 予備費 50,000 0.1 50,000 0.1 0 0.0

44,410,000 100.0 44,750,000 100.0 340,000 0.8

22,934,371 51.6 22,631,853 50.6 △302,518 △1.3

4,388,755 9.9 4,769,044 10.7 380,289 8.7

17,086,874 38.5 17,349,103 38.8 262,229 1.5

○印：義務的経費
△印：投資的経費

平成３０年度 平成３１年度 対前年度
区　　　分

歳 出 合 計

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

そ の 他 の 経 費
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特別会計

予算額
（千円）

一般会計繰入金
（千円）

予算額
（千円）

一般会計繰入金
（千円）

予算額
（％）

一般会計
繰入金(％)

学校給食共同調理
場事業

748,159 351,348 729,610 353,557 △ 2.5 0.6

国民健康保険事業 12,560,389 1,090,620 12,463,557 1,075,638 △ 0.8 △ 1.4

下水道事業 3,251,553 1,289,575 3,157,912 1,292,362 △ 2.9 0.2

介護保険事業 13,714,735 1,943,909 13,732,018 1,939,642 0.1 △ 0.2

農業集落排水事業 264,673 221,025 257,507 216,450 △ 2.7 △ 2.1

住宅新築資金等貸
付事業

1,799 9 1,071 9 △ 40.5 0.0

新里温水プール事
業

18,646 0 18,255 0 △ 2.1 ---

発電事業 137,092 0 139,807 0 2.0 ---

後期高齢者医療事
業

1,604,139 495,502 1,614,927 467,671 0.7 △ 5.6

合　　計 32,301,185 5,391,988 32,114,664 5,345,329 △ 0.6 △ 0.9

企業会計（水道事業）

平成３１年度　特別会計及び企業会計当初予算（案）の状況

平成３１年度平成３０年度 対前年度増減率
会計名

収益的支出

（千円）

資本的支出

（千円）

合　　計

（千円）

収益的支出

（千円）

資本的支出

（千円）

合　　計

（千円）

収益的支出

(％)

資本的支出

(％)

合　　計

(％)

1,976,621 2,858,188 4,834,809 2,001,768 2,516,636 4,518,404 1.3 △ 11.9 △ 6.5

平成３０年度 平成３１年度 対前年度増減率
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事業費合計 285,838千円

◇ 企業立地促進助成金（用地取得助成） 48,941千円 産業政策課

◇ 武井西周辺道路整備 24,321千円

新里地域振興整備課

◇ 海外販路開拓支援 2,725千円 産業政策課

◇ 中小企業新規取引先開拓支援 5,229千円 産業政策課

◇ 工業振興・伝統産業保護育成 20,082千円 産業政策課

◇ 創業者創出・支援 20,422千円 産業政策課

◇ 商店街活性化施設整備支援 2,590千円 産業政策課

◇ 空き店舗活用による新店舗開設支援・創業促進

7,500千円 産業政策課

平成３1年度　主 要 事 業

桐生武井西工業団地の早期完売を目指し、企業誘致活動を有利に進めるため
用地取得に対する助成制度を継続

通勤者の利便性向上や地域住民の安全確保に向け、桐生武井西工業団地周辺
の道路整備を推進

台湾雲林県及び諸都市と締結した「友好連携に関する覚書」に基づく双方地
域の産業振興の実現に向けた交流や、国際見本市「インターナショナルギフ
トショー」への出展を継続して実施

市内企業が自社の技術力の発信や新たな取引先開拓のため、国外や国内にお
ける展示会等への出展を支援

平成29年創設した「新規工房開設補助金」による魅力ある工房の開設促進
や、「需要開拓事業補助金」による繊維産業への補助など、様々な支援を通
して“ものづくりのまち桐生”を推進

地場産業振興センターとの連携による「インキュベーションオフィス」、市
内での積極的な創業支援を継続して実施

中心商店街のにぎわい創出や創業・経済循環の拡大等を推進するため、市内
の店舗開設や中心市街地の事業所開設に対する支援を継続

本町六丁目商店街振興組合が実施するアーケード改修及び街灯のLED化に対
する支援を実施

元気で活力あるまちづくり元気で活力あるまちづくり元気で活力あるまちづくり元気で活力あるまちづくり

【【【【新規新規新規新規】】】】
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◇ 農業の振興・支援 25,970千円 農業振興課

◇ 「くろほね・やまびこ」駐車場整備事業 2,640千円
黒保根地域振興整備課

◇ 畜産業の振興・支援 6,994千円 農業振興課

◇ 森林・林業再生のための基盤整備 51,223千円 林業振興課

◇ シティブランディング事業 526千円 広報課

◇ 観光推進 11,097千円 観光交流課

◇ 広域周遊観光促進事業 17,500千円 観光交流課

◇ 赤城山観光振興事業 2,000千円 観光交流課

◇ 桐生新町重伝建地区保全整備 25,547千円 文化財保護課

◇ 環境都市推進 10,531千円 環境課

森林環境の整備や木材生産活動の活性化を図るため林業作業道や高性能林業
機械の導入に対しての支援を継続して実施

「農業次世代人材投資事業費補助金」や「農業後継者奨励金」により新規就
農者への支援を継続するとともに、農業経営の基盤強化のための補助を継続

黒保根町の道の駅「くろほね・やまびこ」の駐車場を拡張し、交流人口の増
加による地域活性化を推進

「豚繁殖・呼吸障害症候群予防接種補助金」や「酪農ヘルパー補助金」など
の助成により畜産業への支援を継続して実施

都市イメージを向上させ、選ばれるまちになるために、豊富な地域資源を活
用して、桐生市の魅力の再認識や魅力を広く浸透させる取組を公民連携で戦
略的に推進

歴史的文化遺産を活用した産業観光を推進するとともに、観光客誘致に向け
た情報発信を推進

足利市や東武鉄道グループと連携し、東武鉄道浅草駅を玄関口として、訪日
外国人観光客向けの観光プロモーションの実施により周遊観光を推進

農作物の収穫体験や赤城山の豊かな自然環境を活用したグリーンツーリズム
を中心に「赤城山観光振興のためのＤＭＯ振興事業」を前橋市と連携して実
施し、交流人口の増加による地域活性化を図る

重要伝統的建造物群保存地区における建造物の修理事業等を引き続き行い、
重伝建地区としてふさわしい歴史的な町並みを保存

市民の環境意識の更なる高揚を図るため分かりやすい周知・啓発活動に努
め、環境先進都市将来構想の実現に向け事業を推進

【【【【新規新規新規新規】】】】
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事業費合計 5,941,418千円

◇ 自主防災事業補助金 600千円 安全安心課

◇ 東分署移転整備 115,720千円 消防本部

◇ 消防車両・防火水槽の整備 68,419千円 消防本部

◇ きりゅう暮らし応援事業

◇ 住宅取得応援助成金 203,300千円 建築住宅課

◇ 住宅リフォーム助成金 20,000千円 建築住宅課

◇ 空き家利活用助成金 7,200千円 空き家対策室

◇ 空き家除却助成金 18,000千円 空き家対策室

◇ ごみ集団回収奨励金 6,543千円 環境課

◇ 厚生病院負担金 1,054,107千円 健康づくり課

国の制度を活用し、市外からの転入など一定の要件を満たす場合には最大
１００万円の補助を継続して実施

自主防災組織や自治会の防災活動を支援するため防災訓練などの自主防災事
業に対し補助を継続して実施

老朽化した桐生消防署東分署庁舎を天神町一丁目に整備するための工事に着
手

高規格救急自動車１台　39,028千円（南分署）、消防団ポンプ自動車１台
21,89２千円（黒保根方面団第２分団）、防火水槽１基　7,500千円（新里
町野）

市外からの転入を促進するとともに市外への転出を抑制し定住促進を図るた
め、住宅の建築又は購入に対し最大２００万円補助を継続

定住促進を視野に入れ、安心して住み続けられるよう住宅環境の改善を目的
としたリフォームに対し補助を継続

国の制度を活用し、周りに危険を及ぼす恐れのある管理不全の空き家の除却
に対し最大１００万円補助を継続して実施し空き家対策を推進

分別による資源ごみの回収強化やリサイクル率向上を図るため「ごみ集団回
収奨励金」の制度により集団回収事業を推進

救急医療等の不採算部門を担う地域の中核医療機関を支援

安心して暮らせるまちづくり安心して暮らせるまちづくり安心して暮らせるまちづくり安心して暮らせるまちづくり
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◇ 厚生病院医師確保対策 45,002千円 健康づくり課

◇ 子どもの居場所づくり応援事業 300千円 福祉課

◇ 生活困窮者対策事業 287千円 福祉課

◇ 市民体育館整備 1,279,743千円 スポーツ体育課

◇ 陸上競技場整備 296,809千円 スポーツ体育課

◇ 幸橋線整備 27,000千円 都市計画課

◇ 赤岩線整備 405,700千円
都市計画課・用地対策室・土木課

◇ 新桐生駅周辺整備 117,000千円
広域連携推進室・都市計画課・用地対策室

◇ 中通り大橋線周辺整備 56,000千円 都市計画課

◇ 道路新設改良・補修 246,384千円
土木課・新里地域振興整備課・黒保根地域振興整備課

中通り大橋から昭和橋にかけて渡良瀬川左岸の錦・琴平線整備を推進

病院の安定した運営や市民の安心に繋げるため医師の負担軽減策など医師確
保に向けた支援を継続

貧困等により家庭学習が困難な子供たちに無償で学習機会を提供する団体へ
の補助を継続して実施

生活困窮者への支援策として、企業や個人から食料品の寄付を受け、生活困
窮者に無償で配布する「フードバンク」を継続して実施

平成32年度までの完成に向け、平成30年度から建設工事を開始

平成32年度までの完成に向け、老朽化が進む陸上競技場の改修工事に着手

伝建地区選定区域の都市計画道路変更に伴い、選定区域内の交通量の配分が
必要となるため、県事業として本町三丁目交差点から中通り線までの都市計
画道路を整備

歩行者の安全や円滑な交通確保に繋げるため、県と協力のもと赤岩線（堤町
三丁目から宮前町一丁目まで）の拡張整備を実施

玄関口としてふさわしい景観形成と交通結節点としての強化を図るため、新
桐生駅のバリアフリー化や駅前広場の整備を県、東武鉄道と協力し推進

市内各所の道路新設改良・補修、かまぼこ道路の解消、凹凸路面の解消な
ど、安全で安心して通行できる道路改修を実施
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◇ 橋梁長寿命化修繕 27,000千円 土木課

◇ 梅田台緑地整備 27,300千円 公園緑地課

◇ 市営住宅改修 287,257千円 建築住宅課

◇ (仮称)梅田浄水場建設 1,573,463千円 水道工務課

◇ 下水道ストックマネジメント計画策定 58,284千円 下水道課

事業費合計 1,112,104千円

◇ 特定教育・保育施設整備補助事業 268,834千円 子育て支援課

◇ 「子ども家庭総合支援拠点」の運営 5,639千円 子育て支援課

◇ 屋内遊戯場「キノピーランド」の運営 9,904千円 子育て支援課

◇ 母子健康診査 11,264千円 健康づくり課

◇ 小中学校の第３子以降の給食費補助 32,776千円

屋内遊戯場「キノピーランド」の運営により、親子で遊びながら交流や子育
て相談ができる環境を創出

乳幼児期における異常の早期発見・早期治療を促進させるため、新生児聴覚
検査、3歳児眼科屈折検査及び3ヶ月から5歳児の健康診査を実施

第３子以降の給食費の補助を実施し、子育て世帯の負担を軽減

橋梁の長寿化に向け橋長15ｍ以上の橋梁63橋の修繕を計画的に実施

新たな市民の憩いの場となり、地域の活性化や観光振興にも寄与する「梅田
台緑地」ベンチや東屋などを新設

住民が安全で安心して暮らすことができるよう市営住宅を計画的に改修。浜
松町一丁目団地の耐震改修を実施

（仮称）梅田浄水場の平成３２年度完成を目指し、引き続き浄水場本体工事
及び導水管布設工事を実施

膨大な施設の状況を客観的に把握した上で長期的な予測を立て、管路や処理
場などを計画的かつ効率的に管理していくため、平成30年度から３か年で
「ストックマネジメント計画」を策定

子供が安心して過ごせる環境を整備するため、老朽化が進む私立保育園及び
認定こども園の施設整備を計画的に支援（太子保育園）

子供やその保護者等からの養育困難な状況や虐待等に関する相談や児童相談
所など関係機関との連絡調整などを包括的に行う「子ども家庭総合支援拠
点」を運営

子供のための未来づくり子供のための未来づくり子供のための未来づくり子供のための未来づくり

【【【【新規新規新規新規】】】】

学校給食中央共同調理場
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◇ 保育園、幼稚園等の第３子以降の保育料無料化 子育て支援課・学校教育課

約80,000千円

第３子以降の保育園、幼稚園等の保育料を無料化し、子育て世帯の負担を軽減

◇ 約15,000千円 子育て支援課

◇ 放課後児童クラブの充実 244,861千円 子育て支援課

◇ 放課後子供教室の充実 1,404千円 生涯学習課

◇ 中学生海外派遣 6,611千円 学校教育課

◇ 未来創生塾支援 3,835千円 生涯学習課

◇ サイエンスドクター事業 4,802千円 学校教育課

◇ 黒保根町国際理解推進 5,933千円 黒保根公民館

◇ 学校給食中央共同調理場整備 370,773千円

学校給食中央共同調理場

◇ 小中学校改修 50,468千円 教育総務課

中学校での理科教育の充実を目的とした支援を継続するとともに、幼稚園な
どにおいて幼児に対するプログラミング教育の基礎となる活動を実施

黒保根町の特色ある教育として、西町インターナショナルスクールとの交流
を推進するとともに、保育園・小学校・中学校において英会話指導を実施

安全・安心な学校給食を安定的に提供していくため、施設・設備が老朽化し
ている学校給食中央共同調理場を相生町四丁目に移転するため工事に着手

南小プール改修（13,442千円）、北小プール改修（8,975千円）、梅南小
施設改修（4,994千円）、菱小施設改修（10,821千円）、天沼小施設改修
（5,757千円）、新里中施設改修（6,479千円）

放課後児童クラブの第３子以降の保育料無料化

第３子以降の放課後児童クラブ保育料を無料化し、子育て世帯の負担を軽減

放課後児童支援員の処遇改善などを行う中で、より質の高いサービスを提供
するための体制を強化

学校の空き教室等を利用して、各地域の特色や人材を生かした体験・交流活
動、学習支援等を行う「放課後子供教室」の設置箇所数を拡充

ホームステイや現地中学生等との交流活動を通して海外の文化への理解を深
めるとともに、国際感覚を養い将来世界で活躍できる人材を育成するため中
学生を姉妹都市であるコロンバス市に派遣

群馬大学理工学部と地元企業、市民団体などと連携して子供の夢と感性を育
むことを目的とした特別教育プログラム「未来創生塾」を支援
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事業費合計 2,409,847千円

◇ 企業立地促進助成金（用地取得助成） 48,941千円 産業政策課

◇ 武井西周辺道路整備 新里地域振興整備課

24,321千円

◇ 海外販路開拓支援 2,725千円 産業政策課

◇ 中小企業新規取引先開拓支援 5,229千円 産業政策課

◇ 創業者創出・支援 20,422千円 産業政策課

◇ 商店街活性化施設整備支援 2,590千円 産業政策課

◇ 7,500千円 産業政策課

◇ 農業の振興・支援 25,970千円 農業振興課

◇ 森林・林業再生のための基盤整備 51,223千円 林業振興課

◇ シティブランディング事業 526千円 広報課

◇ 広域周遊観光促進事業 17,500千円 観光交流課

◇ 赤城山観光振興事業 2,000千円 観光交流課

◇ 桐生新町重伝建地区保全整備 25,547千円 文化財保護課

空き店舗活用による新店舗開設支援・創業促進

基本目標１基本目標１基本目標１基本目標１ 地域の資源を活用した魅力ある雇用を創出する地域の資源を活用した魅力ある雇用を創出する地域の資源を活用した魅力ある雇用を創出する地域の資源を活用した魅力ある雇用を創出する

主な総合戦略（人口減少対策）事業〔再掲〕

基本目標２基本目標２基本目標２基本目標２ 人口の市外流出に歯止めをかけ、移住・定住を促進する人口の市外流出に歯止めをかけ、移住・定住を促進する人口の市外流出に歯止めをかけ、移住・定住を促進する人口の市外流出に歯止めをかけ、移住・定住を促進する

とともに、交流人口の拡大による地域の活性化を目指すとともに、交流人口の拡大による地域の活性化を目指すとともに、交流人口の拡大による地域の活性化を目指すとともに、交流人口の拡大による地域の活性化を目指す
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◇ きりゅう暮らし応援事業

◇ 住宅取得応援助成金 203,300千円 建築住宅課

◇ 住宅リフォーム助成金 20,000千円 建築住宅課

◇ 空き家利活用助成金 7,200千円 空き家対策室

◇ 空き家除却助成金 18,000千円 空き家対策室

◇ 「子ども家庭総合支援拠点」の運営 5,639千円 子育て支援課

◇ 屋内遊戯場「キノピーランド」の運営 9,904千円 子育て支援課

◇ 母子健康診査 11,264千円 健康づくり課

◇ 子育て支援課・学校教育課

約80,000千円

◇ 小中学校の第３子以降の給食費補助 学校給食中央共同調理場

32,776千円

◇ 約15,000千円 子育て支援課

◇ 放課後子供教室の充実 1,404千円 生涯学習課

◇ 中学生海外派遣 6,611千円 学校教育課

◇ 未来創生塾支援 3,835千円 生涯学習課

◇ サイエンスドクター事業 4,802千円 学校教育課

◇ 黒保根町国際理解推進 5,933千円 黒保根公民館

放課後児童クラブの第３子以降の保育料無料化

保育園、幼稚園等の第３子以降の保育料無料化

基本目標３基本目標３基本目標３基本目標３ 安心して結婚・妊娠・出産・子育てができるよう、安心して結婚・妊娠・出産・子育てができるよう、安心して結婚・妊娠・出産・子育てができるよう、安心して結婚・妊娠・出産・子育てができるよう、

若い世代の希望をかなえる若い世代の希望をかなえる若い世代の希望をかなえる若い世代の希望をかなえる
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◇ 環境都市推進 10,531千円 環境課

◇ 自主防災事業補助金 600千円 安全安心課

◇ 厚生病院医師確保対策 45,002千円 健康づくり課

◇ 市民体育館整備 1,279,743千円 スポーツ体育課

◇ 陸上競技場整備 296,809千円 スポーツ体育課

◇ 新桐生駅周辺整備 広域連携推進室・都市計画課・用地対策室

117,000千円

基本目標４基本目標４基本目標４基本目標４ 広域的な視点かつ将来を見据えた、地域の特徴に応じたまちづくり広域的な視点かつ将来を見据えた、地域の特徴に応じたまちづくり広域的な視点かつ将来を見据えた、地域の特徴に応じたまちづくり広域的な視点かつ将来を見据えた、地域の特徴に応じたまちづくり
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